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横浜市の公害

対策について

―とくに根岸・本牧工業

地城を中心に―

清水嘉治

1 まえがき

いまや公害問題は国民的関心の

的になっている。だが今日，政

府は，いまだに公害問題に対し

て，抜本的な解決策をしめして

いない。これはいったいどうい

うことなのか。公害問題といえ

ば，四日市市に典型的にみられ

るように，住民の生活環境を極

端に悪化させている。だが公害

は四日市市だけの問題ではなく

なった。政府のうちだした重化

学工業中心主義の高度成長政策

および「安定」成長政策の展開

過程で，公害問題は，全国的な

問題となった。既成工業地帯の

都市ばかりでなく新興工業地帯

の都市およびその周辺都市にす

む住民は，いまや公害防止に深

い関心をしめしている。だが，

政府は依然として公害対策不在

の行政をしている。

では公害問題は，どうして高度

成長政策にもとずく地域開発政

策のなかで，急速に現出したの

か。

本稿では，以上の問題を念頭に

おいて，まず地域開発政策と公

害問題の一般的性格を究明した

い。

つぎに，政府の地域開発政策の

背景のなかで，横浜市は革新市

長登場後，市独自の公害防止政

策をうちだした。この点は，自

治体独自の公害対策すなわち横

浜方式1）として，全国の自治

体から往目された。だがそれは

いかにして生まれたのか。横浜

方式の内容の問題点はなにか。

さらに現段階においては，いか

なる市独自の公害対策を進めて

いるかについて検討してみた

い。ここでは，こうした問題を

根岸・本牧の工業地帯の公害問

題に限って検討してみたい。2）

（1）この方式の主な内容は，野口

雄一郎＜佐賀大＞，山本幹夫＜順

天堂大＞，清水嘉治＜関東学院

大＞，桜井毅＜武蔵大＞著『根岸

・本牧工業地域の公害問題につい

て』＜横浜市総務局調査室刊，昭

和39年７月＞にもられている。

(2)横浜市の公害問題全般につい

ての詳細な資料は横浜市公害セン

ター発行の一連のシリーズをみら

れたい。その代表的なものは『悪

臭公害と取り組む』＜昭和42年５

月刊＞である。その他「自動車排

気ガスとその対策」「ばい煙防止

運動」「悪臭公害防止運動」も貴

重な資料である。

2 地域開発政策と公害

問題

公害問題の本性を考えるために

まず政府の地域開発政策の性格

を検討しておく必要があろう。

というのは最近の公害問題の研

究が公害対策の技術主義的偏重

であったり，公害それ自体の自

然科学的研究に重点がうつされ

ているからである。

いうまでもなく政府の高度成長

政策の中心が独占と大企業中心

の重化学工業政策であったこと

はもはや周知の事実である。そ

して重化学工業政策が極端な経

済力の地域格差，不均等発展を

生みだしたこともすでに明らが

なことであった。とくに重化学

工業政策をみると，それは産

部門間の不均等発展，とりわけ

農工両部門間の不均等発展を激

化したことをしめした。それは

農業からの新規労働力の工業へ

の移動，両部門間の生産力の極

端な不均等発展の激化，農業内

部における階級分化の拡大，労

働力不足，工業内部における重

工業と軽工業のアンバランスな

発展，独占資本と中小資本の格

差構造の拡大などを含めて，両

部門の不均等発展は激化したと

いってよいであろう。

都市の工業化の発展，つまり都

市が発展すれば，各都市間に社

会的分業が生まれ，それぞれが
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優越した産業部門をもち，その

発展は地域産業の生産力に左右

される。たとえば同じく工業都

市といっても、繊維工業都市は

重化学工業都市の後塵を浴びる

ようになり，また重化学工業都

市の間でも石炭と鉄鋼に関連し

た資本に依存した北九州地域

が，機械工業と鉄鋼・石油工業

の資本に依存する中京工業地域

にたいして生産力の面でおくれ

をとっている。ここでは重化学

工業をもつ都市間の不均等が存

在する。さらに重工業をもつ都

市と軽工業をもつ都市との間の

不均等発展が存在する。地域経

済力の不均等発展の根元は，独

占間の競争を基礎とする産業部

門間の不均等発展に由来すると

いってもよいであろう。これは

資本主義経済に共通する一般法

則である。この一般法則に規制

されて地域経済の不均等発展は

すすむのである。3)

現代日本資本主義のもとでは，

独占資本・大企業による地域経

済の包摂，従属化がめだってい

る。これは，地域開発という名

のもとに大資本が地域経済を従

属する形でおしすすめられてい

る。もちろん都市自体としての

有機的機能は存在しているが，

４大工業地域および周辺部，臨

海部における大企業の発展は，

資本の生産費，流通費の節約上

その地域内の都市の工業化によ

　り強力な圧力をかける傾向があ

　る。また都市自体は，この背景

　のもとに，表面上は，都市の経

　済力の強化＝発展という名のも

　とに，大企業の誘致政策に狂奔

　させられるメカニズムができあ

　がる。このことは逆に都市の発

展というよりも，公害問題の発

生，人口増，交通量の激増，住

宅難，都市衛生設備の立遅れ，

福祉施設一般の貧困化，教育設

備の貧困化としてあらわれ，都

市のマイナス面を拡大するしく

みをつくりだした。

こうしたメカニズムのなかで公

害問題を考える必要があろう。

公害問題も，現代日本資本主義

の矛盾を端的に反映している問

題なのである。

この問題は，地域開発政策にお

ける生産力主義の矛盾をしめす

ものである。より理論的にしめ

そう。

地域開発政策における生産力主

義の矛盾は，私的資本と社会資

本の極端な格差となって現出

し，地域住民の生活環境の圧迫

となってあらわれた。ここで私

的資本と社会資本の格差の問題

をみよう。独占資本は，独占利

潤を獲得するために生産過程の

技術革新を利用し，労働力・原

料・機械設備の最適利用を考

え，さらに産業基盤としての道

路，港湾，交通，用地，用水な

どの共同利用によって企業の生

産費，流通費を削減した。それ

ばかりでなく，「産業が産業を

よぶ方式」を利用し，周辺の関

連下請企業ならびに地域経済支

配を展開した。こうした企業

の圧力は，社会的消費手段部門

＜教育，衛生,住宅，交通手段，

保育所，病院，その他住民の福

祉施設など＞への投資を極端な

までに立ちおくらせた。こうし

たメカニズムは住民の生活環境

悪化をもたらしたのである。大

企業による関連中小企業ないし

地域経済支配は，とくに４大工

業地域ならびに製紙工業の苫小

牧，石炭の日立・宇部，石油化

学コンビナートの四日市などで

みられたことは明らかである。

とりわけ石油化学コンビナート

地域では，この点をみごとに

反映しているといってよいであ

ろう。山口県岩国大竹＜三井石

油化学＞，前述の三重県四日市

＜三菱化成＞，山口県徳山＜出

光興産＞，茨城県鹿島＜住友・

三井・三菱グループ＞4）など

においては，大企業の地域支配

と依存が目立ってきている。こ

うした企業のコンビナート建設

が地域住民の生活環境の悪化と

してあらわれたことはいうまで

もない。その代表的な都市が四

日市市である。その実態は，

厚生省編の『地域開発における

社会開発の策定に関ナる研究』

＜昭和40年＞でさえ次のように
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いっているのは興味深い。すな

わち「人口１万6,000人の中，

大装置工業へ通勤する従業員は

僅か100人程度に過ぎない。ま

た各大工場はそれぞれ独自の生

活物資流通組織を有し，各工場

専用の高級不燃住居のアパート

や独立住宅を主として西方丘陵

地に建設し，大企業従業員の生

活と地元住民との生活における

健全なコミュニティ形成の方向

は全くみられず，社会心理的に

全く異質のものとなり，種々の

格差ははなはだしく，健全な生

活環境を作る機会は全く失われ

ている」と。こうした事態は今

日も拡大再生産されている。市

街地と雑居する石油化学工場

群，そこから吐きだされる亜硫

酸ガスに気管支をおかされた

「四日市ぜんそく」は増加するば

かりである。四日市市が診断し

て「公害病患者」と認定された

ものは339人もあり,昨年７月に

はその１人が自殺した。そして

昭和30～34年の在任中に工場誘

致に奔走した市長が，いまにな

って「ここの公害は全部私の責

任です」「まさかこんなひどい

ものになるとは，夢にも思いま

せんでした」＜朝日新聞,昭和42

年２月20日＞といっている。こ

れは，当時の市長が石油化学コ

ンビナートを，いかに市民を軽

視して誘致したか，同時に石油

化学工業が,国や市長を買収し，

コンビナート作りに手段をえら，

ばずにやったかをものがたって

いるといえよう。資本がいかに

住民に無慈悲に自己貫徹するも

のであるかが明らかである。

こうした四日市の公害問題は，

その他の新興産業都市でも，形

を変えておこっている。たとえ

ば,新産都市「常盤・郡山地区」

の拠点である福島県いわき市小

名浜でも公害問題がおこった。

そこでは「白い灰が降って野菜

がしおれた。せんたく物にシミ

がついた。稲の穂が真っ黒にな

る。松や杉が立枯れした。そし

てぜんそく患者がふえ，幼児が

病気をしがちになった。小名浜

高校では，夏にマスクをしたま

ま授業をした」＜朝日新聞，昭

和42年２月20日＞と報じられて

いる。

こうして公害問題は大企業群に

よる石油化学コンビナート作り

ということによって，地域の住

民の生活環境を悪化しているか

ぎり，公害をあくまでも，形式

的に特定少数者が不特定多数に

害悪をおよぼす現象だとして把

握してはならないであろう。公

害とは，特定の私的資本が利潤

獲得のために手段をえらばずに

不特定多教，すなわち住民に害

悪を加えることにあるといって

よいであろう。この点で「公害

は，資本主義の生産関係に附随

して発生する社会的災害だ」と

いうことができる。もちろん公

害は一般的には大気汚染＜バイ

煙，有毒ガス，粉塵，悪臭＞，

水汚染，騒音・振動の３種にあ

ることはいうまでもない。この

ような公害のあらわれ方も，高

度成長政策の結果，大気汚染で

は,工場などの燃料，原料が石

炭から石油へかわることによっ

て，ばい塵などから亜硫酸ガ

ス，悪臭などに変化したことで

ある。だか，今日，高度成長政

策の矛盾の結果，公害があらわ

れたばかりでなく，さらに公害

は，工業用水，都市用水の過度

の使用による地盤沈下，工業用

水の過度の需要による水不足，

都市交通計画の失敗による交通･

マヒ，自動車の排気ガスさらに

原水爆実験などによる放射能災

害，米軍基地などからの騒音な

ど多面的な公害の種類があるこ

とはいうまでもない。

だがここで中心的にとりあげる

問題は，公害の加害者群とそれ

をつくりだしているメカニズム

である。さきにものべたよう

に，公害は社会的災害であるが

　｢それは，資本主義的企業，個

人経営の無計画な国土・資源の

利用と社会資本の不足，都市計

画の失敗を原因として発生し，

農民・市民の生産や生活を妨害

する災害である。したがって階

級対立のあらわれである｣。5)

加害者は，石油化学コンビナー
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ﾄを中心とする大資本であり，

被害者は勤労者を中心とする一

般住民である。とくに独占資本

主義段階においては，重化学工

業の発展は，有毒ガスや悪廃水

などの新公害を発生させた。高

度成長期における政府の保護の

もとに組織的につくられた石油

化学コンビナートがもたらした

公害をみてもわかるにように，

それば主として重油専焼による

亜硫酸ガスの広範囲の発生にあ

る。さきの四日市市のばあいで

も原因はおなじである。さらに

立地の条件が悪かった。つま

り，コンビナートに属する工場

群が，同地域の主風向＜冬期Ｎ

－NW,夏期Ｓ－ＳＥ＞につら

なって配列されており，そのた

め排気ガスが主風向にしたがっ

て競合して風下に流れる。しか

もこの排気ガスが鈴鹿川を横ぎ

るとき，冷却効果によって地域

面に下降し，拡散効果が疎外さ

れ，排出口に近い地点にガスが

滞留し，亜硫酸ガスや無水硫酸

の濃度が異常に高まることにな

る。これが四日市の被害を大き

くした原因である。だがこれ

は，気象学的側面から四日市の

被害を大きくしたというのであ

り6）本質問題は，石油化学工

業の住民軽視の企業主義による

ものということができる。

こうして独占企業・大企業によ

るコンビナートづくりが，地域

住民の意思を無視し，7）逆に

自治体や政府に，港湾，道路・

用地・用水などの社会的生産手

段部門への投資を要求し，住民

・国民の負担によって，それを

企業の拡大のために利用する方

式を生みだしたのである。つま

り,コンビナートづくりによっ

て私的企業が社会的要用8）　を

増大させ，それを住民に負担さ

せていると同時に，負担してい

る住民にたいして「公害」とい

う名のもとに被害者にさせてい

る。ここに住民にたいして経済

的，社会的に二重の負担をおわ

せているということができよ

う。

こうした二重苦から解放される

ために，住民自身の公害防止運

動が必要になってくるのは当然

である。住民は，自治体に対し

て，さらに国に対して，私企業

がつくりだす公害を防止するた

めの関心を高め，運動を展開す

る。

宮本氏は，第２次大戦後資本主

義国の私企業が公害防止の研究

や対策になぜのりだしたか，そ

の政治的，経済的理由をつぎの

３点に求めている。9）

第１は，公害が一般住民の生活

はもとより，私企業の生産活動

をも妨害するようになったから

である。……資本の独占がすす

むと，生産基盤の利用独占の必

要が増大する。大企業ほど，工

場用,地・用水・交通手段く道路

・港湾・鉄道＞などの社会的生

産手段の需要が大きい。ところ

であまり利己的に資源を利用す

ると，地盤沈下，水汚染，水不

足，交通マヒなどの公害が発生

し，生産基盤を破壊し，生産費

・流通費を大きくし，新しい工

場をつくるための創業投資・合

理化投資を困難にしはじめる。

また精密機械をもち，オートメ

ーションの工場になれば，大気

汚染，騒音・振動などの悪影響

も無視できなくなったのであ

る。

第２は，民間資本に必要な労働

力の再生産が，公害によって妨

害されはじめたからである。都

市に労働者人口がふえればふえ，

るほど，住宅，上下水道，清掃

設備，教育設備，都市交通手段

などの社会的消費手段がなくて

は，生活を維持してゆくことは

できない。現代の都市化現象に

よって，労働者人口が都市に密

集するのにたいして，都市当局

による社会的消費手段の供給が

不足する。その結果，住宅不

足，水不足，赤痢などの伝染病

のまんえん，交通マヒ，教育の

低下がおこる。これらの公害は

労働者の生活費の上昇をまね

き，一般的に生活困難がおこる

だけではない。労働者は，公害

の多い都市から，他の地域へ逃

げてゆく。……企業は労働力を
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確保するためにも，公害の防止

をはじめ，都市の生活環境の改

善―公共設備の充実にとりく

まざるをえない。

第３は，公害防止を要求する住

民の世論や運動である。

第１次大戦後，労働組合運動と

社会主義政党の成長とともに，

社会的殺人を防止し，基本的人

権をまもろうとする住民の政治

意識が増大した。このため，公

害がおこると，その補償や防止

策をもとめる住民の運動もひん

ぱんにおこり,新聞やラジオ・

テレビなども、これをとりあげ

るようになった。そこで企業に

とっては，個々の住民の要求を

いれて，損害賠償の支払いをお

こなうよりも，ある程度の防止

設備の投資によって，社会的体

面を維持する方が安上りになり

はじめた。また国や地方自治体

も，一方的に産業界の利害の調

和点をさがし，一定の基準をあ

たえて公害にワクをはめる方が

政治的に有利だと判断するよう

になった。

以上の三つの政治的・経済的理

由から国家や独占体が公害規制

に消極的ながらのりだしはじめ

たというのである。国家独占資

本主義段階においては，私企業

自体が，生産過程上の悪条件を

払うために公害防止を考慮せざ

るをえない側面が現われたこと

はたしかである。第１と第２の

理由は、企業自体がみずから蒔

いた種子をみずから刈りとらな

ければならない理由である。だ

が残念なことに，わが国では，

住民自身が公害によって災害を

うけてから公害防止を要求する

運動となってあらわれているの

だ。私企業は，厳しい公害防止

の世論や運動によってしかみず

から公害除去にはのりださな

い。

今日，政府が公害基本法案をつ･

くって具体化しようとしている

が，それも資本側に甘い法案と

いわれている。たとえば，「経

済の健全な発展との調和」＜「公

害基本法案」第２章第１節＞で

あるとか，また経団連は「公害

問題に対する基本的な考え方が

確立されていない現状のもとで

は，基本法の制定は時期尚早と

考える」＜「公害政策に関する

意見」昭40.11.29『経団連』＞

といって基本法案すら廃案にし

ようとした。

こうしたことは，一般的にわが

国では，加害者である私企業が

公害問題を積極的に解決する意

思がないことをしめすものであ

る。したがって，住民と自治体

による積極的な公害防止運動を

展開することによってしか，公

害問題を解決することができな

いのではあるまいか。

四日市市は，企業の地域支配の

もとで，公害対策も，十分にな

　ざれていないようである。昭和

　37年に自治会の連合体に公害対

　策委員会が生まれ，市に対して

　公害病患者に市費治療をはじめ

　させたり，さらに企業に高い煙

　突や防じん装置をつくらせた。

　だが，四日市が公害から脱出す

　る道は，大巾な都市改造しがな

いという。ともかく，全国では

すでに12県35町村が公害防止条

例を制定しているのに，四日市

市では，企業の圧力が強く，い

まだに公害防止条例がない。

こうして政府の地域開発政策を

みれば，いかに大企業優先主義

であるかがわかるであろう。し

たがって大企業に現政府当局者

も，いまだに住民中心主義の公

害防止法をだせないでいる。

つぎに，こうした事態のなかで

横浜市はいかなる公害対策を展

開してきたかを具体的に検討し

てみよう。

3 横浜市の公害対策

１・横浜市公害問題の基本経過

地方自治体の力量で公害をいか

にすれば追放できるか。こうし

た課題に対して真正面からとり

くんできたのが,38年以降市民

に支えられて革新市政をすすめ

てきた飛鳥田市政である。

横浜市は根岸・本牧の埋立地に

進出する発電所や石油化学コン
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ビナートに，つぎつぎに公害防

止の要求を出した。公害防止が

実現されるまで，企業の着工を

認めないというほどのきびしい

態度をとった。これを背後から

支えたものは商店街や町内会の

住民組織や労組であった。また

こうしたなかで，昭和39年７月

にわれわれ研究者グループも、

　「根岸・本牧工業地域の公害問

題について」という報告と提言

をおこなった。

この報告と提言は，当時旧保守

市政が，企業に有利に公害規制

をしたあとをうけて立ったた

め，革新市長の公害対策も，は

じめから保守と企業のなれあい

という既成事実の限界内で公害

対策をとらざるをえなかった。

だが，昭和38年頃から，あいつ

ぐ市民による公害防止の関心と

運動が高まるにつれて，革新市

長は，自治体独自の公害規制を

うちだした。この点は市民によ

って強く支持された。

ここで，その独自の公害規制の

基礎になったのは，前述の学者

グループの「根岸・本牧地域の

公害問題について」の報告と提

言であった。したがって，横浜

公害規制方式の主内容はそこに

もりこまれているので，ここで

はまずその主内容をしめずこと

にする。

第１に，根岸・本牧工業地帯に

おいて予想される公害の中心

は，亜硫酸ガスによる新型の大

気汚染であるという点である。

当時すでに進出していた企業は

日本石油精製，東京電力＜同社

敷地内に電源開発＞,東京ガス，

昭和電工，日清製油，新潟鉄工

所，石川島播磨重工，東芝など

大企業であるが，企業化計画を

検討したところ，いずれも重油

大量使用工場であるので，水質

汚濁も大きな被害をだすが，そ

れ以上に危険な被害をだすのは

亜硫酸ガスによる大気汚染であ

り，それが問題になった。

第２に，根岸・本牧地区の将来

の公害規模は，当時すでに有名

になっていた四日市工業地帯を

はるかに上回るものと予想され

た。根岸・本牧工業地帯の工業

用地は，完成すると，約185万

坪になり,そこに進出する企業

の将来の亜硫酸ガス発生量を計

算してみると，日量300トンに

なり，これは当時の四日市の発

生量131トンの2倍以上になる。

だが第３に，工場配置からみる

と，根岸地区は四日市ほど悪く

ないという条件もある。四日市

の場合には，コンビナートの工

場群が主風向につらなって配列

されているために，亜硫酸が主

風向に，したがって競合して流

れる。しかもこのガスが鈴鹿川

を横ぎるとき，冷却効果によっ

て地表面に下降し，拡散効果が

小さくなり，その結果ガスが滞

留して被害が大きくなる。だが

根岸・本牧地区では，偶然では

あるが，主風向に対して斜めに

工場が配置されているので，四

日市よりは相対的な意味におい

て条件はよい。

ただ,悪い条件も，第４点とし

てあげられる。それは，根岸地

区の周辺地区は，四日市にくら

べて，被害を拡大しやすい条件

をもっている点である。根岸湾

をかこむ背後地は，高さ40～50

ｍの適度の起伏をもつ丘陵地帯

であり，その台地のうえに高級

住宅地帯と三渓園などの名勝を

もつ緑地帯が存在している。と

ころがこの丘陵地帯は，亜硫酸

ガスの拡散を妨げるし，住宅地

は被害を大きくする。その点で

は，根岸・本牧地区は，四日市

よりも悪い条件をもっている。

さらに以上の主内容のほかに，

水質汚染については，根岸・本

牧地区の工場地帯の完成によっ

て，1日10万トンをこえる工業

用水が使用される見込みであ

り，その大部分は根岸湾に排出

されると考えられるので，海水

が汚染される可能性は強いと思

われる。工場排水は，工場の規

模，種類によって濃度，量など

にいちじるしい差異があり,水

質汚染に与える影響も異なる

が，概して排水量の比較的多い

用水型の産業，量的には少ない

が，悪質の酸性廃液を出すメッ

81



キ工場などが問題となる。根岸

・本牧地区でいえば，工場当り

の排水量の多い石油化学，石油

精製等の業種，あるいは毒性廃

液，有機廃液を排出するおそれ

のある東芝電気のメッキエ場，

大日本精糖などである。

四日市の石油コンビナート排水

が，伊勢湾の漁業に収獲の低下ご

と油臭による商品価値の下落の

被害を与え，海水を冷却水に使

用している火力発電所と地元漁

民の間に紛争があったのもなま

なましい経験であるといえる。

従来，廃水の河川または海面投

棄は比較的安易におこなわれる

慣行があった点は別としても，

石油化学，石油精製関係の工揚

では，廃油類がたまたま排出さ

れて海面を汚染する可能性がつ

よいので，厳しく監視する必要

がある。

その他進出企業の公害対策や公

害行政についての調査・検討を

すすめた。さいごに，つぎにみ

　られる九つの提言を試みたので

　ある。

　(1)市当局は，工業立地計画・

　都市計画を再検討することが必

　要である。

　(2)火力発電所の立地を変更す

　ることが必要である。

　(3)公害に対する観測網を整備

　強化すること。

　(4)住民の健康管理体制を強化

　し，緊急施設を設置すること。
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(5)市独自の公害防止基準を設

定し,行政指導を強化すること。

(6)横浜市の公害防止基準を設

定し,行政指導を強化すること。

(7)公害の基礎的及び応用的研

究を充実するために，公害研究

所を設置することが望ましい。

(8）市当局は国の公害対策に

対して、積極的に発言すべきで

ある。

(9)市当局は公害問題に対して

　｢公開の原則｣を堅持すべきで

ある。

２・九つの提言の問題点

この九つの提言は，今日でも正

しいということができるが，さ

らに住民の自主的な公害防止運

動にもとずく私企業自体に対し

ても厳しい監視について提言す

べきであった。この点私自身反

省している。

(1)については，革新市政のもと

に工業立地計画，都市計画の再

検討が具体的に進められている

ようである。(2)については，煙

突を高＜すること＜130 m＞や

公害防止装置をつけることとい

う形で解決しようとしている。

この点は問題があろう。根岸・

本牧地区において予想される石

油公害のうち，約86％が火力発

電所によるものである。したが

って，昭和39年７月の提言では

現在の予定地から他所へ移すこ

とが必要であると説明したが，

これは実行されなかったことは

残念であった。同区域内とすれ

ば，本牧埋立地の岬先端が最良

であり，そうすれば，亜硫酸ガ

スも降下ばい塵も，市街地をは

ずれて，かなり拡散されると考

えた。そのため，防衛庁のマイ

クロウェーブ回線の中継予定地

を変更させるよう提言したが，

現在の国の政治状況では無理だ

ったのか，煙突の高さについて

守らせただけのようである。

(3)については，公害センターが

意欲的に活動している。すでに

降下ばい塵計＜デポジットゲー

ジ＞，亜硫酸ガス測定器＜二酸

化鉛法＞などを厚生省の指示基

準数字＜1Om2に１ヵ所＞近く

充実するよう努力しているよう

である。だが重要なことは，観

測器の機械的な数字ではなく，

その質的な充実である。大気汚

染と気象との関係がきわめて密

接であることは，すでに明らか

である。したがって正確な気象

条件を常に把握し，緊急時のス

モッグ対策を講じることが必要

である。この場合も企業の社会

的責任を追及する問題感覚で実

行してほしい。

(4）については，公害センターと

衛生局が限られ,た予算内で万全

をつくしているようである。公

害による児童生徒の健康状態の

悪化については，文部省の調査

でも明らかである。　＜神奈川県



下にある803c公立学校のうち騒音

や大気汚染などの公害に悩まされ

ているところは63校，つまり7.8%

で，全国平均の4.4%を大巾に上回

っている。―昭和42年文部省の

　｢公立学校公害調査｣による―騒

音被害校では，横浜は23校320教室

であり，さらに健康をみると，眼科

疾患やノドの炎症がめだっている

という。＞

したがってこの面に対して，国

家の補助金の増額ばかりでなく

市自体も予算の増額をすべきで

ある。(5)の｢市独自｣の公害防

止基準を設定すべきであるとい

う提言は，画期的なものであ

る。この(5)について少し補足し

よう。現在の公害防止基準は，

国の法律＜ばい煙規制法・水質

保全法＞，神奈川の条例，いず

れも二つの共通点がある。第１

は，いずれも排出基準であって

生活環境基準ではない。第２に

は，いずれも最近の公害防除技

術の水準からみて，かなりゆる

いものになっている。したがっ

てこの２点を厳しく修正して，

市独自の公害防止基準を設定す

べきであるというものである。

生活環境基準は，国，都道府県

の条例には見あたらない。した

がって市当局が行政指導のため

の基準を厳格に設定し，企業に

基準の遵守を要請する。そして

要請を守らない企業に対しては

(9)の公開の原則によって公表

し，市民に周知させる。これは

市独自の基準で，｡いわば道徳的

な強制力である。こうした道徳

的な強制力によって，企業も反

省するであろう。さらに，市当

局は，この強化された基準を守

るために，必要によっては工場

内への立入検査を行なって，公

害を未然に防止するように努力べ

しなければなら‘ない。了なぜ,なら|

発生源に対する措置が公害対策

の中心だからである。そのため

には，現在のように「公害が発

生しているとき」だけでなく，

　「公害が発生するおそれがある

とき」にも，立入検査を実施す

るための体制を整える必要があ

惑。この立入検査の強化にあた

っては，公害問題が拡大すれば

企業の経営も困難になることを

強調して，企業側に十分な協力

を要請することができよう。な

お市当局が進出企業に対する行

政指導を強めるにあたっては，

つぎのような事項に注意を払う

ことが必要であると提言した。

第１には，石炭などの燃焼装置

には必ず重量回収比99％以上の

集塵器を設置させること。第２

には，根岸・本牧地区において

は50^の高さの丘陵地帯に住居

地域があることを考慮して，煙

突の高さは最低150^にし，排

煙速度は30m/sec以上にし，温

度は150°Ｃていどに保ち，排煙

が接地逆転層を抜けるように設

計すべきである。もちろんこの

場合,集塵装置などの除害設備

の効率を最大限に発揮できるよ

うに，条件を選定することも考

慮しなければならない。第３に

は。石油化学工場などで発生す

る有毒ガスに対しても、特殊な

除去設備を設置させる。第４に

は、緊急時には燃料を低硫黄分

の重油あるいはLPG,都市ガ

スなどに切りかえるような装置

の設備を企業に強く要請する。

とくに石灰法による方式は，す

でにかなり開発されているので

あるから，その採用を強力に要

請する。第６には，とくに中小

企業を中心として，公害防除施

設に対する租税の減免措置を拡

大する。

こうした提案は部分的には実施

されているが，「公開原則」に

は国の基準としないかぎり,完

全に実行に移すことに困難なの

かもしれない。しかし，市民の

公害防止への関心ないし運動に

よって実行することが重要にな

る。さらに(6)公害行政機構の強

化，(7）公害研究所の設置は,（5）

と（9）を強力に補完する提言であ

った。（8）は，国に対する発言権

の強化がある。この点について

は，政府も企業には甘いが公害

基本法をつくらざるをえなくな

っている。当時われわれは，さ

らにつぎの点も含めてのべたの

である。第１には，租税＜法人

所得税，事業税＞の一部を，公
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害防止対策のために地方自治体

に還元させる。第２に，中小企

業に対する助成および公害防除

施設設置に対する優遇措置の強

化を図る。そのために，たとえ

ば国および自治体の助成措置を

一本化し，かつ強力に行なうた

めの機構を新設することも考え

られる。第３は，技術導入に昨

しては，公害発生原因となるよ

うな技術の制限，または十分な

る対策の樹立を条件とし，これ

を遵守する企業に対してのみ導

入を許可する。第４は，亜硫酸

ガス回収装置の技術開発を早急

に行なう。第５は，船舶などに

よる海水汚染に関しての「油に

よる海水汚染の防止のための国

際条約」を早急に批准する。

（9）においては，公害問題の発生

防止や解決は，市民生活を守る

ことを第１義として，企業側と

行政当局が誠意をもって協力す

ることが大切である。このため

には，公害の実状を常に市民に

知らせることが大切である。

これまでの公害問題が根本的に･

解決されないのは，≪企業の秘

密≫という理由で，公害発生の

現状，とくに個別企業の公害お

よび公害規制に対する態度が市

民の前に公表されなかったから

である。企業と政府・地方自治

体の秘密主義こそは公害解決の

カべである。このカべを取り去

ることが，市当局の市民に対す

る義務である。したが,つて，市

当局はつぎのような問題につい

て公開主義をとるべきである。

第１には，市当局の定めた基準

を守らない企業および工場の名

称を公表する。第２には，公害

発生施設を公表する。第３に

は、公害防除施設を公表する。

第４には，工場内への立入検査

を自由に行なわせない企業およ

び工場の名称を公表する。

このような公開主義の原則にも

とづいて企業の秘密主義をとり

のぞくならば，各企業は，市当

局の公害規制策に対して協力せ

ざるをえなくなるであろう。そ

の点で≪公開の原則≫は，公害

対策全体のかなめであることを

忘れてはならないという点をつ

け加えておいたのである。

こうしてわれわれの提言は，限

られた条件内でベストをつくし

た提言だったのである。

市当局も，われわれの提言の原

則にそって国に対しての強い要

請と，進出企業に対しても厳し

い規制をしたことは，自治体レ

ベルで公害対策を積極的に展開

している点で，全国の自治体の

先駆的役割を果したようにおも

われる。この点は，『朝日ジャ

ーナル』が，公害防止の横浜方

式と呼んだことでも明らかであ

る。とにかく，九つの提言の核

心になっているのは，横浜市独

自の公害基準の設定と≪公開原

則≫であろう。10）この点の成

果は，国の法律で定めた排出基

準がかなりゆるい点に対する批

判でもある。この点は，すでに

横浜市が，われわれの報告をも

とに電源開発の磯子火力発電所

＜石炭専焼＞のばい塵濃度の規

制を行なった結果,O.6ｇ/Nm3

に抑制することに成功したこと

でも明らかである。これは，ば

い煙規制法による国の基準

1.2g/Nm3の半分である。

だから野口教授もいうように、

　「地域住民の福祉を直接に代表

しなければならない地方自治体

にとっては，国の基準よりもき

びしい基準を設定することが必

要になる」11）と。だが問題な

のは，進出企業が国の基準を守

っても，自治体の基準を守らな

くても法的には違反にならない

のである。　そこで，自治体は

≪公開の原則≫という道徳的規

制力を企業に要請し，自治体基

準を守らないときは，市民全体

に，公害をだした企業を公表し

市民の批判にさらさせる。こう

して横浜市は公害対策として，

国と企業に対して厳しい基準を

作成しようと提案したのであ

る。こうした基準の原則を，現

実に生かしているのは，公害セ

ンター職員の専門分野からの活

躍であろう。ここでは論評する

ことができないが，公害センタ

ーの刊行している一連のシリー
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ズは，資料的にも貴重な価値が

ある。『健康なハマ』No.27＜公

害シリーズ６＞における―

　「根岸地区工業地帯の公害対策

をめぐって」―は，電源開発

１号基新設についての厳しい条

件，2号基増設についての問題

提起もきめこまかく提言してい

ることは注目してよいであろ

う。

こうした公害防止に対する学者

グループの提言の原則を市政に

反映させた大きな力は，なんと

いっても市民に支えられた飛鳥

田市長の断固たる行動によるも

のであることはいうまでもな

い。と同時に断固たる行動をお

こさせた市民の力量も高く評価

すべきである。

それは，公害がまず住民の苦情

としてあらわれた。昭和37年の

苦情の件数は，市にとどけたも

のだけでも，表１のように合計

121件である。　ところが昭和41

年には300件である。これは市

全体として集計したものである

が，昭和40年を除いて，毎年増

加しており，すでに解決してい

るものは,昭和41年末現在で177

件である。

こうした公害問題に対する若情

は，以前には，市民による個別

的，部分的陳情によるものであ

った。横浜市において，最も工

場群が密集している鶴見区で

は，昭和36年６月には，臭気，

　振動，粉塵，騒音などの陳情に

　ついて10名内外が訴えた。昭和

　37年４月には，鶴見区寛政町の

　町内会を含めた416名が同町の

　工場群から発生する煤煙に対す

　る陳情を行なった。これは鶴見

　区における集団的陳情の代表的

　事例である。その他は，10名内

　外による部分的陳情が圧倒的に

　多い。それも全体として中小企

業の公害によるものが多い。

　こうして昭和38年頃までは，横

　浜市全体の公害発生件数は，ほ

　とんどが中小企業の公害で，そ

　の陳情も90％で個別的，部分的

　であった。

　だが，根岸・本牧工業地域に石

　油精製，電力，鉄鋼，化学関係

　の大企業が進出することが決っ

　てからは，しだいに四日市市の

　公害をくりかえすなという市民

　による自発的な公害追放運動が

　みられるようになった。昭和39

　年５月に，中・磯子両区の町内

　会，商店会，婦人会，医師会な

　どの各団体が協議会を結成し

た。当時の新聞は「身辺に迫る

　゛公害追放”に住民が自主的，

組織的に立ち上がったのは画期

的ケース」＜1964.6.28毎日新

聞＞としてとりあげた。その基

本趣旨は，「横浜山手地区の亜

硫酸ガスは四日市ゼンソクで有

名な四日市市の工場地帯よりひ

どいから，根本的な公害対策を

すべきだ」12）というものであ

る。これは市民に強烈なアピー

ルとなった。その陳情の問題点

を整理するとつぎのようにな

る。

第１に，根岸地区進出の石油精

製，石油化学，電力などの公害

発生危険の工場群を問題にした

こと。第２に，日石精製だけで

四日市の三菱石油の精製能力よ

り大きくなること，東電の発電

計画は四日市の約10倍になるこ

と，など具体的に個別大工湯の

公害発生の心配をついている

点，かなり高い水準内容の公害

防止陳情である。

こうしたことは，公害について

表1―苦情陳情の発生件数
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の知識がかなり強く市民くに浸透

し，同時にコンビナートがもた

　らす公害問題に強い関心と警戒

　心を,もったあらわれである。

こうした自主的・組織的，そし

て高度な内容をもった公害防止

市民運動は，進出企業に対して

企業の社会的責任を強要した点

で，市政に対する強力なバック

アップとなった。

また昭和40年におこなったわれ

われの「公害問題に関する意識

調査」＜公害資料３＞の結果，

公害問題に関心をもっものは住

民の73,3％におよび，その公害

のうちで一番おそろしいものが

大気汚染であることを知ってい

るものは,約85％に達している。

公害防止への関心は81.5％で，

40～59才の地域社会の中堅であ

る層が深い関心をしめている。

さらに，公害防止の住民組織の

必要性を考えているものは,80

％に近い。とくに主婦と勤労者

はその必要性を考えている。

こうした調査でも，市政が，住

民運動に支えられた公害防止を

しなければならないこと，さら

に今日では，公害は広域公害々

あり，首都圏レベルで公害防止

をしなければならない段階にな

っていることを教えている。　’｡

３・現段階の公害対策

最後に，昭和41年暮から電源開

発会社の２号基設置の申し入れ

と、原子力船母港設置の申し入

　れに対する市当局の態度にふれ

　ておこう。

　電源開発会社の２号基と東電，

　東京ガスが計画している液化天

　然ガス＜ＬＮＧ＞を燃料とした

　火力発電所について，横浜市公

　害対策協議会は，「いずれも条

　件つきで認める」との答申書を

市長にだしたく昭和42年６月30

　日＞。だがその条件つきの内容

　をみると，つぎのようになって

　いる。

　（1）2号基と東京ガスエ場の煙突

　は,1号基の/120m煙突を上回

　る130ｍ以上のものとする。(2)

　ＬＮＧ発電所は，将来ＬＮＧの

　輸入が困難となっ七他の燃料に

　転換してしまうと，公害を起す

　恐れがあるので，工場側は，将

　来も燃料の転換をしないことを

　保証すること。（3）横浜市の臨海

　工業地帯には危険な石油化学コ

　ンビナートが多いので，横浜市

　は，市内の臨海工業地帯の上空

　は航空機の飛行を禁止するよう

　政府に要請すること，となって

　いる＜朝日新聞神奈川版昭和42

　年７月１日＞。だが，ここにお

　ける条件には問題が多い。電源

開発の１号基についても，「地

元の同意」は与えるべきではな

しかったし，その後，風洞実験や

机上計算では公害を発生する心

配はないというデータはでたけ

　れども，実際に石炭を燃やして

みないことには公害の有無は論

じられないと保留したが，その

原則はどうしたのか，単に煙突

を高くするだけでは問題の解決

にはなちないのではないか。今

日，公害は広域公害であり，公

害発生の可能性ある企業には一

切進出中止が原則でなければな

らない。にもかかわらず,2号

基設置の第１条件は，煙突の高っ

さを130mにすることで解決し

たこと，第2の条件は，企業の

本性を軽視した甘い解決策のよ

うに思わざるをえない。もちろ

ん「条件付き」という結論には

自治体の主体性をよほど強力に

反映しない限り，あいまいにさ

れる危険がある。この点，わた

くしは依然として疑問をもたざ

るをえない。

また７月13日に，野口教授らは

つぎのような趣旨の提言を行な

っている。13）この提言はなか

ば技術主義的見地からの提言で

あるが，そのうち高く評価すべ

き重要な問題だけを示すと，つ

ぎのようになる。

（1）現在国会で審議中の公害対

策基本法は，企業側の要求に譲

歩した内容であって，これでは

真に住民の生活環境を守ること

はできない。すでに横浜市は独

自の生活環境基準を設けて，企

業側に法で規制されている以上

のきびしい条件を課してきた

が,いまやこの「横浜式規制方
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　式」を確定し，公表する必要が

　ある。

　（2）根岸地区のような住居地区

　に隣接して石油タンクが林立し

　ているところでは，新潟地震の

　例も考えて，工場地帯との間を

　なんらかの方法で遮断する必要

　がある。とくに中区間門地区な

　どについては，現在計画されて

　いる高速道路が遮断壁となるよ

　う設計することが望ましい。

　（3）市は，根岸湾埋立地を売却

　する際，買手の企業に対しては

　公害防止面できびしい条件を課

　している。これはあくまでも市

　が売却相手と結んだ約束だが，

　この約束が土地が転売された将

　来にも適用されるよう，市独自

　で「公害災害防止地域」を設定

　する必要がある。

　（4）横浜市の公害問題の深刻化

　と多様化に対処するためには，

　現在の公害センターだけでは不

　十分で，横浜市立大学の中に基

　礎的研究のための都市科学研究

　所を新設する必要がある。

　（5)原子力船母港の安全性につ

　いては，原子力事故め影響が永

　続性をもつものだけに，一般的

　な安全率でわりきることはでき

　ないし，原子力委員会の安全審

　査も国民的な納得がえられる内

　容であるかは疑わしい。設置の

　是非については専門家によって

　さらに厳密な検討を行なう必要

　がある。

　この５点の指摘は，39年７月の

　学者グループの提言の発展とし

　て意義づけることができる。だ

　が，理論的には問題がある。現

　在，公害は多様化し広域化して

　いるので，厳しい提言が必要で

　ある。にもかかわらず第５点の

　原子力船母港設置に否定的見解

　を提出したことは，市民の生活

　環境を守る意味できわめて重要

　であった。

　また，こうした提言は，学者グ

　ループや協議会レベルでのみ展

　開ざれずに，広く市民一般への

　関心と討議をよびおこし，市民

　全体で公害防止運動を展開すべ

　きであろう。

　公害はますます広域化し，今後

　京浜地区の大気は汚染され，生

　活環境は悪化していくであろ

う。こうした事態に対して，市

当局と市民は一体化して，国と

私企業に対して公害防止をして

いく必要があう。こうしたなか

で，横浜市の公害対策も，より

生きたものになろう。

（3) 拙稿「地域開発政策における

　生産力主義批判」＜『経済系』第

　71集＞参照。

　（4）前掲論文76ページに詳細に述

　べてある。

　（5)庄司光・宮本憲一『恐るべき

　公害』岩波新書40ページ。

　（6）この点についての分析は武藤

　和夫「四日市市における公害の実

　情」『法律時報』＜日本評論社，

　昭和42年５月号＞

(7)中村忠一『コンビナートと地

域社会』＜東洋経済，昭和41年＞

第６章をみられたい。

（8）K.W.カップはその著『私的

企乖と社会的費用』＜岩波書店,16

ペ―ジ> K.W.Kapp,The　Social

Cost　of　Private　Enterprise,1950.

p.14.においてアメリカを例にと

って，高度に発展した資本主義の

競争経済のもとでは，おそるべき

社会的損失＝社会的費用が発生し

ていると述べた。そこで社会的費

用とは，人的要因の枯渇，技術的

進歩のおくれ，独占による損失，

輸送費，配給費のムダなど11項目

にのぼっている。端的にいえばそ

れは，私企業の活動の結果，第３

者または社会が損害をうけ，それ

に対しては私企業に責任をおわせ

るのが困難な，あらゆる有害な結

果や損失であるように理解されて

いる。だがカップの場合，私的資

本＜とくに独占資本・大資本＞が

社会的費用を増大させ，そして社

会的費用の負担をあいまいにし，

社会一般，住民に求め，その階級

性を無視し,ている。

（9）庄司　光・宮本憲一，前掲書

152～4ページ参照。

(10)･(11)　野口雄一郎「公害規制の

政策と手段一『横浜方式をめぐっ

て』一」＜『法律時報』昭和42年

５月号＞,22～6ぺージ参照。

(12)毎日新聞，神奈川版，昭和39

年６月28日付

(13)　横浜都市科学研究グル―プ

＜野口雄一郎，緒形昭義，山賀岑

朗，森口実，桜井毅＞「横浜の工

業化進展にともなう芳害災害の諸

問題について」＜昭和42年７月＞

この提言は，残念なことに，39年

７月の「提言」との科学的連関性

がないのはどうしたことなのか。

社会科学的視角もとり入れるべき，

だろう。

＜関東学院大学教授＞
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